
様式４

第１　事業計画

１　個別事業計画一覧表（１）

円/ha　　　　m
3

　　うち森林作業道整備

6,055 446,530 223,265 設置済

　　A区分 0 0 0

　　B区分 2,275 159,250 79,625

　　C区分 3,780 287,280 143,640

6 17,435 17,435

5 4,000 4,000

機能強化（単独型）

機能強化（一体型）

6,055 467,965 244,700

6,055 467,965 244,700

1,088 9,812 4,906 令和７年度基金

0 0 0

1,088 9,812 4,906

八頭中央森林組合 96 3,840 1,920 令和７年度基金

0 0 0

96 3,840 1,920

53 27 令和７年度基金

0 0

53 27

0 0

13,705 6,853

　うち一貫作業システム
　　円/ha
植栽樹種：
植栽本数：　本/ha

　うち低コスト造林

　　円/ha
具体的な施業：
植栽樹種：
植栽本数：　本/ha

　うち下刈り
　　円/ha
下刈り回数：　回目

資機材の種類：

関連条件整備活動

　うち森林作業道の整備

（注）

１　「間伐材生産」及び「路網整備・機能強化」の事業実施主体については、林野庁長官が別に定める考え方に則って都道府県知事が選定した林業経営体、本事業の対象となる事業実施主体を記載すること。

３　「実施市町村」は、事業実施主体が事業を予定している市町村名を記載すること。
４　「事業量」、「事業費」及び「国費」については、事業種目ごとに合計を記載し、間伐材生産、路網整備・機能強化については、２事業の総計を「総計」欄に記載すること。
５　「間伐材生産」は、定額の単価と間伐材生産量を備考欄に記載すること。
６　「路網整備・機能強化」の「林業専用道（規格相当）」については、設計・技術審査会の設置状況を備考欄に記載すること。
７　「森林整備地域活動支援対策」については、「交付金」「基金」別に記載することとし、備考欄に事業実施年度も記載すること。
８　「低コスト再造林対策」は、定額の単価及び具体的な施業、植栽樹種、植栽本数、下刈り回数、資機材の種類を事業種目に応じて備考欄に記載すること。

*　行については、適宜加除のこと。

若桜町

南部町、伯耆町

令和７年４月１０日 現在

事業費
（千円）

国費
（千円）

備考

鳥取県東部森林組合、
八頭中央森林組合、鳥
取県中部森林組合、智
頭町森林組合、鳥取日
野森林組合、日南町森
林組合、（公財）鳥取

県造林公社

鳥取市、八頭町、智
頭町、若桜町、倉吉
市、江府町、湯梨浜
町、三朝町、日南町

実施市町村 事業実施主体
事業量

（ha、m、箇所）

鳥取市、米子市、岩
美町、若桜町、南部
町、伯耆町、日野

町、江府町

鳥取県東部森林組合
ほか

交付金合計

基金合計

関連条件整備活動

合計

目標
事業種目

（メニュー）

森林作業道の機能強化

林業専用道（規格相当）の復旧

合計

林業・木材産業の
生産基盤強化

間伐材生産

間伐材生産

補強

点検診断

森林作業道の整備

林道等の機能強化

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林所有者の探索

路網整備・
機能強化

林業専用道（規格相当）の整備

２　「間伐材生産」及び「路網整備・機能強化」の各欄については、林野庁長官が別に定めるところにより都道府県知事が設定した生産基盤強化区域内又は市町村森林整備計画に定める特に効率的な施業が可能な
　　森林の区域内において実施する事業について記載すること。

基金総計

再造林の
低コスト化

の促進

低コスト
再造林対策

低コスト造林の支援

機械器具の整備

合計

附帯事務費

総計

森林整備の地域
活動推進

交付金総計

基金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
市町村推進事務

交付金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた
条件整備

交付金合計

基金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
都道府県推進事務

交付金合計

基金合計

附帯事務費

総計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林境界の明確化

交付金合計

基金合計

基金合計

交付金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林経営計画作成促進



１　個別事業計画一覧表（２）

＜合計＞

山地防災情報の周知 0 0

森林資源の保護 50 25

林業の多様な担い手
の育成

13,960 6,205

林業経営体の育成 92,345 33,683

＜個別事業計画＞

森林資源の保護
森林環境保全の推
進

林野火災予防資機材の配
備

鳥取県 50 25

〇林野火災予防対策
【事業費】
火災予防標識板単価2,500円/枚
×20枚=50,000円=50千円
【国費】
50÷2＝25千円

林業の多様な担い手
の育成

人材の確保・育
成・定着

林業従事者に対する技能
研修等の実施

（公財）鳥取県林
業担い手育成財団

10,050 5,025

コーチング研修、作業システム
研修、安全に特化した林業研修
等　計6回
【内訳】
謝金及び旅費3,884千円、使用料
等3,004千円、需用費2,466千
円、事務費696千円
事業費計10,050千円（国1/2、県
1/2）

林業の多様な担い手
の育成

労働安全の確保 蜂刺傷災害対策 林災防鳥取県支部 2,900 725

抗体検査料1,921千円、エピペン
処方費862千円、運営費117千円
事業費計2,900千円（国1/4、県
1/4）

林業の多様な担い手
の育成

労働安全の確保 振動障害予防対策 林災防鳥取県支部 1,010 455

特殊健康診断受診料810千円（国
1/2、県1/2）
運営費200千円（国1/4、県1/4）
事業費計1,010千円

林業経営体の育成
林業経営体育成対
策（林業機械リー
ス支援）

フォワーダ１台
鳥取県中部森林組
合

24,035 7,283 ・残存価格0円

林業経営体の育成
林業経営体育成対
策（林業機械リー
ス支援）

ハーベスタ１台 日南町森林組合 30,690 9,300
・再貸付
（貸付先：小竹林業（株））
・残存価格0円

林業経営体の育成
林業経営体育成対
策（林業機械リー
ス支援）

ハーベスタ１台
鳥取県東部森林組
合

37,620 17,100 ・残存価格0円

（注）

１　メニューについては、別表４に定める事項を記載すること。

２　実施内容については、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱（平成30年３月30日付け29林政政第893号農林水産

　　事務次官依命通知）別表２のⅠの２のメニュー欄に掲げる内容を踏まえ、わかりやすく簡潔に記載すること。

３　目標ごとに事業費及び国費の合計を記載すること。

４　地域提案事業は、個別事業計画ごとに地域提案の欄に「○」を記載すること。

５　実施地域及び項目ごとの積算基礎（実施数量、事業費の内訳）を備考欄に記載すること。

＊　行については、適宜加除のこと。

地域
提案

備　考

６　「林業経営体の育成」の実施内容、事業実施主体、事業費、国費及び備考欄については、林業機械リース支援を活用する事業実施主体ごとに
　　記載することとし、実施内容欄については導入予定機械名及び台数を記載すること。また、機械の再貸付けを行うものにあっては、備考欄に
　　「再貸付」と記入すること。

目標 メニュー 実施内容 事業実施主体
事業費

（千円）
国費

（千円）



２　計画主体ごとに定める指標（全体指標）

数値 単位
年度

（西暦）
数値 単位

年度
（西暦）

素材生産量（目標値） 303 千m3
R7

(2025)
430 千m3

R12
(2030)

増加量 127千m3
増加率 42%

素材生産性（目標値） 5.3 m3/人日
R7

(2025)
6.1 m3/人日

R12
(2030)

増加率 15%

地域材利用量（増加量・増加
率）

253 千m3
R7

(2025)
291 千m3

R12
(2030)

増加量38千m3
増加率15%

木質バイオマス利用量（増加
量）

350 千m3
R7

(2025)
359 千m3

R12
(2030)

増加率2.5%

森林資源保護の推進

森林環境保全の推進 火災予防標識の設置枚数
県民意識啓発のために火災予防標識
を設置する。

14 枚
R7

(2025)
20 枚

R8
(2026)

人材の確保・育成・定着 素材生産量（目標値）
担い手の育成により、素材生産量の
向上を図る。

303 千m3
R7

(2025)
350 千m3

R8
(2026)

労働安全の確保
研修会等の参加人数（延べ人
日）

コーチング研修、技能研修等の実施
により、担い手の育成を図る。

700 人日
R7

(2025)
770 人

R8
(2026)

労働災害発生件数（縮減率）
振動障害予防対策、蜂刺傷災害対策
により、労働安全性の確保を図る。

13 件
R7

(2025)
11 件

R8
(2026)

縮減率 15%

素材生産量（目標値） 303 千m3
R7

(2025)
350 千m3

R8
(2026)

増加量 47千m3

素材生産性（目標値） 5.3 m3/人日
R7

(2025)
5.4 m3/人日

R8
(2026)

増加率 2%

（注）

１　目標単位での事業計画がある場合は、該当する全体指標について記載すること。

*　行については、適宜加除のこと。

備考

林業・木材産業の生産基盤強
化

高性能林業機械等の整備
【素材生産型】

高性能林業機械等の導入により、素
材生産コストを低減させ、素材生産
量及び素材生産性の向上を図る。

木質バイオマス利用促進施
設の整備

木質バイオマス利用促進施設の整備
により、地域材利用量及びバイオマ
ス利用量の増加を図る。

目標
事業種目

（メニュー）
全体指標

指標設定の考え方
（目標との関連性）

現状値 目標値

林業機械リース支援により、林業生
産コストの低減及び、素材生産量・
生産性の向上を図る。

再造林の低コスト化の促進 コンテナ苗生産基盤施設等整備

２　メニュー及び全体指標については、別表４に定める事項を記載すること。ただし、目標「林業の多様な担い手の育成」における全体指標の一部及び「森林資源の保護」における
　　全体指標については、別表４を踏まえ、地域の実情に応じたものを設定すること。また、全体指標ごとに定める（）書き内の増加量、増加率等については備考欄に記載のこと。

山地防災情報の周知
山地防災情報伝達の総合的
な推進

森林資源の保護

林業の多様な
担い手の育成

林業経営体の育成
林業経営体育成対策
（林業機械リース支援）



３　事業実施主体ごとに定める指標（個別指標）
　（１）森林整備・林業等振興整備交付金

現状値 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 目標値

（R7年度）

（2025）

（R8年度）

（2026）

（R9年度）

（2027）

（R10年
度）

（2028）

（R11年
度）

（2029）

（R12年
度）

（2030）

都道府県優先

日南町 ①林業機械導入

②高性能林業機械等 148,844 67,656 0 67,656 7,247 14,200 14,650 15,100 15,550 16,000 交付率1/2

③ハーベスタ (増加率：121%)

6.50 13.30 13.40 13.50 13.60 13.70 (増加率：111%)

計

都道府県優先

日南町 ①木質バイオマス供給施設 m3 10,001 13,766 15,143 16,519 17,896 19,823 1.96 融資該当有

②木質バイオマス供給施設装
置

158,700 48,090 0 48,090 ○ 9,822m3増

③製品保管倉庫（1棟） 件 1 1 1 1 1 1

計

307,544 115,746 0 115,746

307,544 115,746 0 115,746

うち地域提案

（注）

１　メニューについては、別表２の事項を、個別指標については、別表４に定める事項を記載することとし、個別指標ごとに定める（　）書き内の増加量、増加率等は、備考欄に記載のこと。

３　実施市町村は、施設等整備を予定している市町村名を記載すること。

４　交付金（国費）欄の事業費については、附帯事業費を含めて記載すること。また、備考欄には、目標ごとの附帯事業費の計を上段に「附帯事業費　　円」と、下段にはその交付金（国費）分を（　）書きで記載すること。

５　都道府県附帯事務費及び市町村附帯事務費については、目標ごとの附帯事務費合計欄における合計額の下段に「都道府県附帯事務費○○」、「市町村附帯事務費○○」と記載のこと。また、総計欄における附帯事務費についても

　同様とする。

６　事業実施主体・メニューごとに計、目標ごとに合計及び全ての計を総計に記載すること。

７　総計のうち地域提案事業の計を記載すること。

８　地域提案は、それぞれ補完し関連して実施しようとする目標の欄に記載することとし、備考欄に地域提案である旨を記載すること。

９　交付対象物件を担保にし、自己資金の全部又は一部について国の融資制度を受ける場合には、備考の欄に「融資該当有」と記載すること。

10　日本政策金融公庫資金の林業構造改善事業推進資金（補助事業を用いないが事業計画と一体となって実施する単独融資事業も含む。）又は農林漁業施設資金を希望する場合は、「公庫資金」の欄に「○」を付すこと。

11　その他（該当する場合は、備考欄に記載のこと。）

(1) 　木材加工流通施設等の整備については、位置づけられている広域流通構想等の構想名

(2)   木材加工流通施設等の整備及び木造公共建築物等の整備のうち、建築物木材利用促進協定を締結している場合は協定の名称を記入。（併せて協定の写しを添付し、提出すること 。）

(3)   木造公共建築物等の整備については、交付対象事業費を記入。

(4) 　木造公共建築物等の整備のうち、エコスクールに関する取組については、認定学校名を記入。

(5) 　木造公共建築物等の整備のうち、脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律第12条第１項に基づき策定した市町村方針に基づく取組については方針名を記入。

(6) 　木質バイオマス利用促進施設の整備のうち、「バイオマス産業都市構想」又は「分散型エネルギーインフラプロジェクト」のマスタープランに基づく取組については、その名称及び公表年月日を記入。

(7) 　コンテナ苗生産基盤施設等の整備について、事業実施主体が「認定特定増殖事業者」に該当する場合は、「認定」と記入。また、目標値の達成が６年目以降となる場合は、達成年度までの毎年目標値を記入。

(8) 施設の貸付けを行うものにあっては、貸付けを受ける（計画している。）事業実施主体名を備考欄に記入する。

(9) 加算指標がある場合は、「加算指標あり：○○○（指標名）」と記入すること。都道府県優先得点を加算する場合は「都道府県優先」と記入すること。

12　別表２の２の「９ 林業機械リース支援」の(２)細則の④の資料は、本様式に準じて作成するものとし、個別指標及び目標値欄は、事業実施主体ごとのリース期間満了年度における素材生産量及び素材生産性の計画値を

　記載し、費用対効果分析の結果欄は記載しない。

13　ＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）推進フォーラムと連携した取組への支援は、備考欄に「ＳＣＭ推進フォーラムと連携した取組」と記載すること。また、事業計画書の内容がサプライチェーン構築の実現に向けた取組と関連

　していることが明確に分かる資料（具体的な構想・計画等）を別途添付すること。

＊　行については、適宜加除のこと。

公
庫
資
金

備　考事業費
（千円）

附　帯
事務費

（千円）

合計
（千円）

個別指標 単位

高性能林業機械
等の整備

03林業機械作業
システム整備 日南町森

林組合
素材生産量

費用
対効
果分
析の
結果

事業費
（千円）

交付金（国費） 個別指標

事業内容目標 メニュー 事業種目
実  施
市町村

事業実
施主体

２　事業種目については、別表１の該当事業種目を、事業内容については、別表１の工種又は施設区分①から④まで（必要に応じて具体名を併せて記載）及び数量を記載すること。

1.25

素材生産性
ｍ３/
人日

木質バイオマス
利用量（増加
量）

木質バイオマス
利用促進施設の
整備

木質バイオマス
供給施設整備 ㈱神戸上

農林

川上との連携

選定経営体と
の安定取引協
定の締結

加算指標あ
り：賃金引上
げ、林業の持
続性確保

施設の効率
性：0.062

合　計

総　　計

ｍ３

林業・木材産業の
生産基盤強化



様式５

計画主体名 都道府県名

 総事業費 881,864 千円　

 （うち交付金 400,359 千円）

１　計画全体について

チェック欄 備考欄

(1)

〇

(2)
〇

(3)
〇

(4) 〇

(5) 〇

(6)

〇

鳥取県が策定した「とっとり森林・
林業振興ビジョン」等の考え方に即
した内容としている。複数回にわた
り関係者と協議を行っており、関係
者の合意形成が図られている。

(7)

〇

(8) 〇

(9) 〇
（注）

２　（※１）：　どのような手段により、どのような者と合意形成を図ったか備考欄に記載のこと。（別様可）　

３　（※２）：　都道府県が作成する計画等の目標数値を適用しない場合、現状値及び目標値設定の根拠（理由）を備考欄に記載すること。（別様可）

事後の評価結果について公表することとしているか。

事前点検シート

実施年度 令和 7 年度

項　　　　目

森林・林業基本計画、全国森林計画、地域森林計画、林業労働力の確保の促進に関する基本計
画、木材安定供給確保事業に関する計画等をはじめ、その他各種関連制度・施策との連携、配
慮、調和等が図られているか。

事業実施関係者のみならず、関連部局、地域住民等との合意形成・連携・調整が図られている
か。

計画主体、事業実施主体及び関係者で協議会を設置するなど、事業の推進体制は確立されてい
るか。

事業計画を公表することとしているか。

目標値については、都道府県における各種計画の目標数値との整合が図られており、かつ、情
勢の変化や前年度の施策の効果の評価を踏まえて算定し、関係者の合意が得られたものである
か。（※１）

前年度までの計画と同一の目標値を掲げている場合、本計画の目標値は、前年度までの計画の
目標値を上回っているか。（上回っていない場合、その理由が整理されているか。）（※２）

事前点検シートに掲げる項目について、判断根拠となる書類を保存しているか。

他省補助金との重複はないか。

１　チェック欄には、該当する項目を満たしていることを確認し「○」を、該当ナシの場合は「－」を記入すること。
    （必要に応じて名称等を記入）



２　個別事業について（施設整備を実施する場合のみ記入）

備考欄

メニュー名 林業機械 木質バイオマス利用促進施設の整備

事業実施主体名 日南町森林組合 ㈱神戸上農林

工種
林業機械導入

【素材生産型】

木質バイオマスエ
ネルギー利用施設

装置
(1)

ｱ
〇 〇

ｲ

〇 －

ｳ

〇 〇

ｴ 〇 〇

ｵ

〇 〇

ｶ
- －

(2)

- 〇

(3) 〇 〇

(4)
- 〇

ｱ
-

林業構造改善事業
推進資金

ｲ - 日本政策金融公庫

(5)
〇 〇

(6)
〇 〇

(7)

ｱ
〇 〇

ｲ

〇 〇

ｳ
理由書提出 －

ｴ
〇 〇

ｵ
〇 〇

(8)
〇 〇

(9)

〇 〇

(10)

- 〇

(11)
- 〇

(12)
- 〇

(13)
1480

安定取引協定締結
９戸

(14)
〇 〇

事業を相当期間継続することが確実であり、規約等により適
切な施設運営が行われることが確実であると認められるか。

項　　　　目

チェック欄

事業実施主体の適正性

実施要領に定める事業実施主体の種類ごとの要件を満たして
いるか。

高性能林業機械等の林業機械の導入は、事業実施主体が都道
府県等の場合を除き、林野庁長官が別に定めるところによ
り、都道府県知事が選定した林業経営体となっているか。

事業費の算出は、都道府県等の標準単価や歩掛り等を基準と
して適正に行われているか。

事業費3,000万円以上の場合は、法人化しているか。

過去に実施した林野庁補助事業等について、改善計画を作成
した若しくは会計実地検査において、目標の達成度合いが低
調等の指摘を受けていないか。

ｵに該当する場合、事業を実施する妥当性は認められるか。

施設用地が確保されている又は確保される見通しがついており、
事業の実施期間（施設の耐用年数相当）継続して使用できる見込
みがあるか。

適正な資金調達計画と償還計画が策定されているか。

補助対象となる施設を担保に供することを前提とするような資金
調達計画となっていないか。（国の制度資金を除く。）

制度融資名

金融機関名

自力若しくは他の助成によって整備に着手した施設を本対策に切
り替えて交付対象とするものでないか。

個々の施設整備については、単年度で事業が完了するような計画
となっているか。

事業費積算等の適正性

整備コスト等の低減に努めているか（木質バイオマス利用促
進施設の整備及び木造公共建築物等の整備 については、PFI
等の適用を検討することにより、事業全体のコスト低減を
図っているか。）。
建設費が施設ごとの上限事業費の範囲内となっているか。

下限事業費が定められている場合は、その金額以上となって
いるか。

附帯施設・備品は交付対象として適正か。（必要性はある
か、汎用性の高いものを交付対象としていないか。）

施設等の仕様は、都道府県等において一般的に使用されているも
のを基準としているか。

施設等の規模、構造、設置場所については、目的に合致するもの
となっており、計画を達成する手段として過大となっていない
か。

周辺の環境や景観への配慮がなされており、また、当該地域に係
る土地利用計画に即しているものとなっているか。

建物に係る敷地整備の面積は、建坪の概ね３倍以内となっている
か。

新技術を導入する場合は、現地での事業効果の発現が十分に明ら
かとなっているか。

個々の事業の受益戸数は５戸以上となっているか。（受益戸数を
記入すること。）

個人施設への補助ではないか、また、目的外使用のおそれはない
か。



備考欄

メニュー名 林業機械 木質バイオマス利用促進施設の整備

事業実施主体名 日南町森林組合 ㈱神戸上農林

工種
林業機械導入

【素材生産型】

木質バイオマスエ
ネルギー利用施設

装置

項　　　　目

チェック欄

(15)

- －

(16)

- 〇

ｱ -

ｲ

- 〇

- R7.2.7

ｳ
- 〇

ｴ
- 〇

ｵ - 〇

- 〇

- －

- 〇

- 〇

- 〇

ｷ

- 〇

ｸ

- －

(18) 〇 〇

(19)

〇

(20)

(21)

(22)

施設の入れ替え、増築、改築、併設又は合体を行う場合、古品古
材を利用した施設整備を行う場合は、実施要領に定める要件を全
て満たしているか。

原料の入手先や製品の販路が継続的に確保されているか。特
に、木質バイオマス利用促進施設の整備のうち木質バイオマ
ス供給施設整備については、地域の燃料材の需給状況を踏ま
えた確実な原料入手の計画があるか。

施設の整備に当たり、木造を検討したか。木造が困難な場合、施
設における木材利用を検討したか。困難な場合、理由を整理した
か。

(17) 収支を伴う施設の適正性（収支を伴う施設に限る。）

適正な収支計画を策定しているか。

事業費が5,000万円以上の施設については、計画の経営診断
を実施し、指摘された改善点を事業計画に反映した上で計画
を策定しているか。

経営診断日

補助残に対する自己資金の割合が概ね12％以上となっている
か。

補助残に対し融資を受ける場合は、金融機関等から融資が確
実であるか。

財務状況が健全であるか。

ｶ 生産ラインの増設等の生産量の増加を伴う施設を追加する場
合は、実施要領に定める下記要件を全て満たしているか。

追加事業実施年度において、目標年度における目標数値
を達成、又は達成されることが確実であるか。

需要先が確保され、供給量の増大が可能であるか。

追加事業実施年度の直近の単年度収支が黒字、又は黒字
になることが確実であるか。

資金の調達が確実であるか。

森林組合が単独で事業実施主体となる場合は、森林経営管理
法（平成30年法律第35号）第36条第２項の規定により都道府
県知事が公表する民間事業者として登録を受けているか、又
は中核組合に認定されているか。（令和12年度までに限
る。）

実施要領に定める施設ごとの要件を満たしているか。

高性能林業機械等の林業機械の導入については、既存機械も含め
たシステムの中で生産性、稼働率の向上や効率化に資するもので
あるか。

木材加工流通施設等の整備において、施設を整備する場合、建築
基準法施行令（昭和25年政令第338号）第１条第３号に規定する
構造耐力上主要な部分のうち柱、横架材（梁及び桁）及び土台に
ついては、「日本農林規格等に関する法律」（昭和25年法律第
175号）の規定に基づき格付けがされたものかつ地域材を使用す
ることになっているか。

木材加工流通施設等の整備のうち、急な需要動向の変化に中長期
的な視点から対応し、ストック機能や安定した木材製品供給力の
強化を図る取組については、付表３によりその内容が適正である
と確認したか。

木材加工流通施設等の整備のうち、事業費が５億円以上の新設の
事業については、都道府県附帯事務費を活用し、都道府県が地域
の既存の木材加工流通施設を含む関係者に対して、当該事業の原
木調達等の計画内容を情報提供し、地域の合意形成を確認のう
え、当該事業が個別に定める目標を達成できるよう取り組む計画
となっているか。



備考欄

メニュー名 林業機械 木質バイオマス利用促進施設の整備

事業実施主体名 日南町森林組合 ㈱神戸上農林

工種
林業機械導入

【素材生産型】

木質バイオマスエ
ネルギー利用施設

装置

項　　　　目

チェック欄

(23)

(24)

(25)

(26)

(27)

－

(28)

○

(29)

ｱ 〇 〇

ｲ 〇 〇

ｳ
1.25 1.96

(30)

ｱ 〇 〇

ｲ 〇 〇

２  メニュー名（略称）

　高性能林業機械等の整備（林業機械）、木材加工流通施設等の整備（木材加工）、木質バイオマス利用促進施設の整備（バイオマス）、

　特用林産振興施設等の整備（特用林産）、木造公共建築物等の整備（木造公共）、コンテナ苗生産基盤施設等の整備（コンテナ苗）。

３　チェック欄は、適宜加除すること。

木質バイオマス利用促進施設の整備のうち木質バイオマス供給施
設整備について、電気事業者による再生可能エネルギーの電気の
調達に関する特別措置法第９条の再生可能エネルギー発電事業計
画の認定を受けた発電施設が「地域活用要件」の内容を満たす場
合、付表２によりその内容が適正であると確認したか。

木材加工流通施設等の整備のうち、１施設当たりの総事業費が７
億円を超える必要がある場合には、事業計画の作成に当たり、原
木調達量や調達価格、製品の販売価格、事業収支の妥当性等につ
いて、外部有識者を交えてその内容を検証する実行可能性調査を
実施し、その結果を反映しているか。

木材加工流通施設等の整備については、事業実施に当たり、付表
４のチェックリストにより、森林資源の持続性の確保に係る適切
な対応がされていると確認したか。

木材加工流通施設等の整備のうち、ＪＡＳ構造用製材の供給力強
化の取組については、付表５によりその内容が適正であると確認
したか。

木材加工流通施設等の整備のうち、木材製品の供給力強化に向け
た工場間連携又は工場再編の取組については、付表６によりその
内容が適正であると確認したか。

木質バイオマス利用促進施設の整備のうち、「地域内エコシステ
ム」の構築に資する取組については、付表１によりその内容が適
正であると確認したか。

施設の管理・更新に必要な資金の調達について検討済みか。

（注）

１　チェック欄には、事業実施主体ごとに該当する項目を満たしていることを確認し「○」を、該当なしの場合は「－」を記入すること。
   （必要に応じて名称等を記入）

事業による効果の発現の見通し

費用対効果分析は算定要領に基づいて実施しているか。

算定される効果に係る数量、単価等の根拠は明確であるか。

上記の費用対効果分析による算定結果が1.0以上となってい
るか（算定数値を記入すること。）。

整備後の施設の管理・運営の見通し

施設の維持・管理に関する規則や計画を策定しているか。



　対象地域名

　対象地域の概要

　行政　　：例）○○町

　例）　森林関係者：○○森林組合

　例）　地域産業　 ：○○産業（業種）

　例）　地域住民　 ：NPO法人○○

　協議会における
　主な協議事項

　森林関係者への
　利益還元

　地域住民への
　利益還元

　導入済施設① 　例）　○○小学校 　例）　薪ストーブ 　例）　R○年に既存の灯油ストーブから転換

　導入済施設② 　例）　○○公民館 　例）　木質バイオマスボイラー 　例）　R○年に既存の重油ボイラーから転換

　導入予定施設① 　例）　○○工場 　例）　木質バイオマスボイラー 　例）　工場の新設に併せて導入予定

　導入予定施設② 　例）　○○森林組合 　例）　薪割り機 　例）　古品を新規導入予定

（注）　記入欄は、適宜加除すること。

様式５（付表１）

「地域内エコシステム」確認シート

　対象地域について

　例）　○○県○○町○○地区

　人　　　 　口：○人

　素材生産量：○ｍ
３
/年

　例）新たな熱需要先の検討・ワークショップの開催

　例)   ・材の買取価格、供給量、期間について
　　　   ・熱の供給価格について
　　　　 ・PDCAサイクルの確認

　材の調達について 　例）　協議会の構成員となっている○○森林組合から全量を調達

　利益還元について

　例１）　材の買取価格を引き上げ
　　　　　 現行○円/m3⇒導入後○円/m3
　
　例２）　本事業により得られる収益を再造林費用に充当 ○円/ha

　例）　本事業により新たに○人の雇用を創出

　地域協議会について

　構成員と
　その所掌

　例）全体進捗の管理、初期需要の創出

　例）材の安定供給

　例）新たな熱需要先の検討・創出

　導入予定先及び
　導入施設について

　低コスト化に向けた取組
　例１）　○○により施設整備費を極力低減。
　
　例２）　○○により省力化を図り、ランニングコストを低減。

　PDCAサイクルによる検証の仕組み
　例１）　町においてロードマップを作成の上、副町長をトップとする進捗状況を確認する部会を立ち上げ。

　例２）　地域協議会において、複数の部会を設け、各部会ごとに○月に１度進捗を確認。進捗が思わしくない場合には、有識者からの助言を受け改善計画を策定。

（注）　本事業による補助申請対象施設には下線を付すこと。

該当無し



様式５（付表２）

発電事業者名 　日新バイオマス発電株式会社

所在地 　鳥取県境港市西工業団地46番地1

FIT認定番号
　（認定年月日）

　O652408F31
　2013年12月20日

発電施設名称 　日新バイオマス発電所

発電設備の出力（kW） 　5700kW

燃料供給事業者名
並びに当該事業体から
の供給予定燃料の種類
及び量（t/年）

　株式会社　神戸上農林
　木質チップ（未利用材）　9,000ton/年

（注）記入欄は適宜加除すること。

「地域活用要件」確認シート

該当する地域活用要件
の種類と該当すると判
断した理由

「地域一体型」（ア）
日新バイオマス発電株式会社は境港市に位置しており、境港市と災害
時における協定を締結する。

（協定）
○災害時に停電した場合に備え、次の支援を行う。
　・境港市が指定する避難所である公民館（7箇所）に日新バイオマ
    ス発電（株）が自社で充電した蓄電池を提供・配備し災害時の
　　電源確保を支援。
　・蓄電池の容量は公民館の照明設備及び通信機器等の充電に活用で
　　きるものとし、適宜充電等の管理を行う。



様式５（付表３）

第１　急な需要動向の変化に中長期的な視点から対応するための取組内容

　※製品保管倉庫や貯木場を整備して、製品や原木のストック機能（アッセンブル機能を含む。）を強化する取組を含む。

第２　川下の木材製品流通事業者等との合意形成の状況

主な供給木材製品 協定の有無 備考

（注）

　１　木材製品生産計画数量については、国庫補助事業で整備した加工施設で生産される見込みの木材製品生産量を記載。

　２　必要に応じて林野庁長官等が指示した資料等を添付すること。

　３　川下事業者と木材製品の安定取引協定を締結する場合には、「協定の有無」の欄に「〇」を記入すること。

急な需要動向の変化に対応する取組

事業実施主体 所在市町村名
木材製品生産計画数量

（㎥/年）
木材製品供給先事業者

木材製品供給計画数量
（㎥/年）



様式５（付表４）

事業実施主体名

(1)

(2)

(3)

(4)

①

②

③

２　（※）：　具体的な取組内容を備考欄に記載すること。（別様可）

１　チェック欄には、該当する項目を満たしていることを確認し「○」を、該当ナシの場合は「－」を記入すること。

（事業実施主体）
（都道府県）

項　　　　目

森林資源の持続性確保のためのチェックリスト

木材加工流通施設の整備計画・内容が、地域におけるA、B、C、D材の供給可能
量等からみて、製材、合板、集成材、プレカット、木質バイオマス利用施設等
がバランス良く配置され、資源価値の最大化、各段階において必要な相互利益
が得られるよう配慮がなされた都道府県の姿勢と齟齬がないこと。

当該木材加工流通施設の整備により必要となる原木について、その調達が、森
林資源の量、成長量、齢級構成、路網の計画（到達可能森林）、再造林率、労
働力の確保等の観点からみて、将来にわたって確実であること。

再造林の確保のため、都道府県において、次のいずれかを実施していること。

備考欄

（注）

チェック欄

木材加工流通施設の整備が、事業実施主体のみならず、地域の森林・林業全体
の相互利益につながるものであること（事業実施主体がこの点を理解して取り
組むことが、都道府県において十分に確認されていること）。

再造林の推進に関し、特定植栽促進区域の指定の促進、森林所有者、素
材生産事業体、造林事業体等又は市町村への働きかけの文書等明確な形
での実施等を行っていること。（※）

都道府県単独事業による再造林支援（森林環境譲与税によるものを含
む）（※）

再造林基金の設立や基金への拠出（※）



様式６
交付金チェックリスト
（森林整備・林業等振興推進交付金）

＜共通＞

評価

１　経営管理実施権の設定等

経営管理実施権の設定等をしているか。

① 　経営管理実施権を設定している。 ○

② 　経営管理権を設定している。

③ 　意向調査を実施している。

④ 　上記のいずれもしていない。

２　効率性の向上

(1)　合意形成・協議・手続の改善

関係部局とも調整し、協議・手続の迅速化・簡素化を図っているか。

① 　関係部局等との調整が既に終了している。 ○

② 　現在、関係部局等と調整している、又は調整が必要な事案はない。

③ 　関係部局等と調整していない。

＜具体的な取組内容＞

・主な調整内容

関係機関との意見調整や、各事業体から意見・要望・実態聞取りを行うなどして合意形成を図っている。

・関係部局：市町村、森林組合等

・調整終了時期（②の場合は見込み時期）：令和７年２月

(2)　事業の重点化・集中化

ア　事業実施主体の事業について評価を実施しているか。

① 　チェックリスト等を用いて既に評価を実施している。 ○

② 　今年度（事業実施年度）から評価を実施する。

③ 　実施していない。

＜具体的な取組内容＞

・主な評価内容、手法

適正な事務執行を事務調査する。

・今年度（事業実施年度）実施時期：令和８年３月～４月

イ　事業の進捗状況について、時間管理を実施しているか。

① 　定期的に事業実施主体から進捗状況等が報告される仕組みとなっている。 ○

② 　報告時期は設定していないが、事業実施主体から報告される仕組みとなっている。

③ 　実施していない。

＜具体的な取組内容＞

・主な仕組み

各地方事務所が事業主体の実施状況報告と実績報告をとりまとめ、報告する。

・定期報告時期（①を選択した場合のみ）　状況報告：毎月、実績報告：年度末

評価内容



３　透明性の向上

① 　関連資料について、ウェブサイト等で公開するとともに、情報公開窓口で閲覧を実施している。
○

② 　情報公開窓口において閲覧のみ実施している。

③ 　特に公開していない。

＜具体的な取組内容＞

・公開対象資料

事業内容、事業費

・公開時期

・ウェブサイト等のURL（①を選択した場合のみ）

〇https://www.pref.tottori.lg.jp/313048.htm　〇https://www.pref.tottori.lg.jp/kenyuzai/

(注)

1

2

3

事業計画、達成状況報告、評価結果及び改善措置を講じた場合の内容及びその進捗状況をどのような方法で公表
しているか。

　各評価項目について、①から④までのうち該当する内容のいずれか一つに○印を付すること。

　①又は②に○印を付した場合は、具体的な取組内容の欄を記入すること。

　本表への記載事項については、必要に応じて調査を行うことがある。



＜山地防災情報の周知＞

評価

１　効率性の向上

(1)　合意形成・協議・手続の改善

事業計画について、住民等との合意形成が図られているか。

① 　広報誌等に加え、意見聴取の仕組みを設けて合意形成を図っている。

② 　広報誌等により周知を図っている。

③ 　合意形成を図っていない。

＜具体的な取組内容＞

・主な内容

・意見聴取の仕組み（①を選択した場合のみ）

・広報誌名、ウェブサイトのURL

・掲載時期

(2)　事業の重点化・集中化

事業の重点化を図っているか。

①

② 　今年度（事業実施年度）から事業の重点化に取り組む。

③ 　例年よりも実施数が拡大している、又は事業の重点化は図っていない。

＜具体的な取組内容＞

・主な絞り込み手法、観点（①を選択した場合のみ）、又は主な内容

・国土強靱化地域計画に位置づけられている取組であるか

・実施地区数（箇所数・事業実施主体数）の変化

事業実施前年度：　　　　　　　　　地区（箇所・事業実施主体）

事業実施年度　：　　 　　　　　　 地区（箇所・事業実施主体）

２　地域特性の重視

① 　公聴会の開催、公募等により広く住民等の意見を吸い上げている。

② 　一部の住民や民間事業者等に限り意見を吸い上げている

③ 　対応していない。

＜具体的な取組内容＞

・主な手法

・公聴会実施時期（①を選択した場合のみ）

・公聴会開催場所（　　〃　　）

・公募内容（　　〃　　）

・公募時期（　　〃　　）

・対象者（②を選択した場合のみ）

(注)

1

2

3

評価内容

　例年よりも実施地区数（箇所数・事業実施主体数）の絞り込みを行っている、又は毎年重点的に取り組む
事項を明らかにするなど既に事業の重点化に取り組んでいる。

事業計画について、住民や民間事業者等の発想を取り入れて計画を作成しているか。

　各評価項目について、①から③までのうち該当する内容のいずれか一つに○印を付すること。

　①又は②に○印を付した場合は、具体的な取組内容の欄を記入すること。

　本表への記載事項については、必要に応じて調査を行うことがある。



＜森林資源の保護＞

評価

１　効率性の向上

(1)　合意形成・協議・手続の改善

事業計画について、住民等との合意形成が図られているか。

① 　広報誌等に加え、意見聴取の仕組みを設けて合意形成を図っている。

② 　広報誌等により周知を図っている。 ○

③ 　合意形成を図っていない。

＜具体的な取組内容＞

・主な内容：火災予防標識の掲示により住民意識の啓発を図っている。

・意見聴取の仕組み（①を選択した場合のみ）

・広報誌名、ウェブサイトのURL

・掲載時期

(2)　事業の重点化・集中化

事業の重点化を図っているか。

①

② 　今年度（事業実施年度）から事業の重点化に取り組む。

③ 　例年よりも実施数が拡大している、又は事業の重点化は図っていない。

＜具体的な取組内容＞

これまでの事業の中で林野火災が発生した箇所が蓄積されており、発生リスクが高いと考えられる箇所から優先的に設置することとしている。

・国土強靱化地域計画に位置づけられている取組であるか

・実施地区数（箇所数・事業実施主体数）の変化

事業実施前年度：　１４箇所

事業実施年度：　　２０箇所

２　地域特性の重視

① 　公聴会の開催、公募等により広く住民等の意見を吸い上げている。

② 　一部の住民や民間事業者等に限り意見を吸い上げている ○

③ 　対応していない。

＜具体的な取組内容＞

・主な手法：地域住民の要望など意見があった際に吸い上げて対応している。

・公聴会実施時期（①を選択した場合のみ）

・公聴会開催場所（　　〃　　）

・公募内容（　　〃　　）

・公募時期（　　〃　　）

・対象者（②を選択した場合のみ）

(注)

1

2

3

評価内容

　例年よりも実施地区数（箇所数・事業実施主体数）の絞り込みを行っている、又は毎年重点的に取り組む
事項を明らかにするなど既に事業の重点化に取り組んでいる。

事業計画について、住民や民間事業者等の発想を取り入れて計画を作成しているか。

　各評価項目について、①から③までのうち該当する内容のいずれか一つに○印を付すること。

　①又は②に○印を付した場合は、具体的な取組内容の欄を記入すること。

　本表への記載事項については、必要に応じて調査を行うことがある。

○



＜林業の多様な担い手の育成＞

評価

１　「緑の雇用」事業の定着率

①
○

②

２　月給制の導入

①
○

②

３　労働安全の取組

①

②
○

４　労働災害発生状況

①

② ○

③

６

①

②

○

(注)

1

2

※　「認定事業主」とは、林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第45号） 

　第５条第１項に基づき認定を受けた同法第２条第２項に規定する事業主をいう。

都道府県の森林組合のうち現場作業に従事する従業員に月給制を導入している割合が30％未満である。

評価内容

「緑の雇用」事業による就業者は定着しているか。

都道府県における過去５年間の林業作業士研修（１年目）の研修生の定着率が70％以上である。

都道府県における過去５年間の林業作業士研修（１年目）の研修生の定着率が70％未満である。

現場作業に従事する従業員に月給制を導入しているか。

都道府県の森林組合のうち現場作業に従事する従業員に月給制を導入している割合が30％以上である。

労働災害削減に関する計画があるかどうか。

安全診断を受けて安全活動に取り組んでいるか。

都道府県の認定事業主（※）のうち、前年度までに労働安全コンサルタントによる安全診断を受けた割合が
50％以上である。

都道府県の認定事業主（※）のうち、前年度までに労働安全コンサルタントによる安全診断を受けた割合が
50％未満である。

労働災害が発生していないか。

① 都道府県の直近年の死亡災害数が「０」であり、かつ直近年の休業４日以上の死傷災害数が過去３カ年の平均
未満である。 ○

② 都道府県の直近年の死亡災害数が１件以上発生している、又は直近年の休業４日以上の死傷災害数が過去３カ
年の平均以上である。

５　労働災害削減に関する計画

「出荷ロットの大規模化等」、「人材の確保・育成・定着（うち森林施業プランナー育成対策）」、「新たに
造林事業を開始する者等の育成」及び「特用林産物の担い手の育成」のメニューを要望していない。

　各評価項目について、①から③までのうち該当する内容のいずれか一つに○印を付すること。

　本表への記載事項については、必要に応じて調査を行うことがある。

削減に関する数値目標と具体的な取組を記載した計画がある。

具体的な取組を記載した計画がある。

計画がない。

　「出荷ロットの大規模化等」、「人材の確保・育成・定着（うち森林施業プランナー育成対策）」、「新たに造林
事業を開始する者等の育成」及び「特用林産物の担い手の育成」への取組

「出荷ロットの大規模化等」、「人材の確保・育成・定着（うち森林施業プランナー育成対策）」、「新たに造林事
業を開始する者等の育成」又は「特用林産物の担い手の育成」へ取り組むか。

「出荷ロットの大規模化等」、「人材の確保・育成・定着（うち森林施業プランナー育成対策）」、「新たに
造林事業を開始する者等の育成」又は「特用林産物の担い手の育成」のメニューを要望している。



＜林業経営体の育成＞

事業実施主体
鳥取県中
部森林組
合

日南町森
林組合

鳥取県東
部森林組
合

１　雇用環境の改善

①
〇

②
〇 〇

③

①
〇 〇

②
〇

①
〇

②
〇 〇

①

②
〇 〇 〇

③

２　再造林への取組状況

① 〇 〇 〇

②

３　賃金引上げに関する取組

① 〇 〇

② 〇

(注)

1

2

　過去５年間に林業作業士研修(１年目)の研修生が
いない。

評価内容

評価

「緑の雇用」事業による就業者は定着しているか。

　過去５年間の林業作業士研修(１年目)の研修生の
定着率が70％以上である。

　過去５年間の林業作業士研修(１年目)の研修生の
定着率が70％未満である。

実施している。

現場作業に従事する従業員に月給制を導入しているか。

　現場作業に従事する従業員に月給制を導入してい
る。

　現場作業に従事する従業員に月給制を導入してい
ない。

現場作業に従事する従業員に能力評価システムを導入して
いるか。

　現場作業に従事する従業員に能力評価システムを
導入している。

　現場作業に従事する従業員に能力評価システムを
導入していない。

死傷災害が発生していないか。

　直近年に休業４日以上の死傷災害が発生していな
い。

　直近年に休業４日以上の死傷災害（死亡災害を除
く）が発生している。

　直近年に死亡災害が発生している。

自らの労務による植栽を実施しているか。

実施していない。

賃金引上げに関する取組への実績があるか。

　1.5％以上の賃金引上げの実績がある。

　1.5％以上の賃金引上げの実績がない。

　各評価項目について、①から③までのうち該当する内容のいずれか一つに○印を付すること。

　本表への記載事項については、必要に応じて調査を行うことがある。



様式７の３

１　事業構想評価表

開始
年度

目標
年度

1年目
（開始年

度）

目標値

2年目
目標値

3年目
目標値

4年目
目標値

5年目
目標値

1年目
（開始年

度）

実績値

2年目
実績値

3年目
実績値

4年目
実績値

5年目
実績値

直近年の達成率
（％）

（実績値／目標値）

達成状況
評価結果

安定供給体
制の整備推
進

労働生産性（㎥／人・
日）の増加率

R2 11% 12% 13% 57% 39% 20% 154% A

地域材利用量（㎥）の増
加率

R4 1 19 1900% A

木造化（補助率1/2以内）

木造化（補助率15％以内）

木質化

未利用間伐材等活用機材整備

木質バイオマス供給施設整備

木質バイオマスエネルギー利
用施設整備

（注）

１ 　達成率については、小数点以下を切捨てとする。

２ 　達成状況評価結果については、下表の達成状況評価値に応じ、Ａ、B又はＣを記載すること。

達成状況
評価結果

Ａ

Ｂ

Ｃ

３

４

５ 　目標値及び実績値のうち、該当がない年度は、「－」を記入すること。

達成状況評価シート

（事業構想「目標を定量化する指標」）

目標 メニュー 指標 備　考

　各メニューの達成状況における、目標年度の目標値には下線を引くこと。

高性能林業機械等の整備

R4木材利用及
び木材産業
体制等の整
備推進

木材加工流通施設等の整備

木造公共建築物
等の整備

事業費当たりの木材利用
量
（㎥／百万円）

木質バイオマス
利用促進施設の
整備

事業費当たりの木質バイ
オマス利用量（㎥／百万
円）

達成状況評価値

８０％以上

５０％以上８０％未満

５０％未満

　天災又は自己の責に帰さない事由による火災等が理由で、達成率が著しく低いと判断されるメニューについては、本シートにおける評価対象外とする。なお、該当するメニューについては、本様式に準じ別途事業構想評価表を作成することとし、そ
の理由を記載すること。



様式７の４

１　個別事業評価表

目標値 実績値
達成率（％）

（実績値／目標値）

２　改善措置実施事業表

改善措置
実施時期

改善措置
後の目標
年度

改善措置の内容
（別様可）

３　達成状況評価表

0

0

0

0

C

達成状況評価シート

（森林整備・林業等振興整備交付金）

目　標 メニュー 事業種目 事業実施主体
施設等
区　 分

設置年度 個別指標

目標年度（R4年度）

備　考

目　標 メニュー 事業種目 事業実施主体
施設等
区　 分

設置年度 個別指標

改善措置内容

備　考

「１　個別事業評価表」における全施設数（ａ）

「２　改善措置実施事業」における全施設数（ｂ）

（ａ）のうち達成率が70％以上の施設数（ｃ）

達成状況評価値（（ｃ）／（（ａ）＋（ｂ）））　（％）

達成状況評価結果

該当無し
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